（第１号様式）
『呉市木造住宅耐震診断』申込書

受付番号　第　　　　号

令和　　年　　月　　日

　　フリガナ
申込者（所有者）　　氏名　　　　　　　　　　
生年月日　　　　　　T・S・H　　　年　　　月　　　日　　　　年齢　　才）
〒 　　－ 　　　　住所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　電話番号　　　　　　　　　　　
診断を希望する　　　住所　呉市　　　　　　　　　　　　　　　　　
住宅の住所及び　　　地番　呉市　　　　　　　　　　　　　　　　　
所在地（地番）

建築時期　　　　　　昭和　　　年　　　月
· 昭和５６年５月３１日以前に建築に着工されたものが対象です。
住宅の種類　　　　※　いずれかにチェックをしてください。

· 一戸建て住宅

· 長屋住宅

· アパート

· 併用住宅　（併用部分の用途　　　　　　　　　　）
　　　　　　　　　※　併用住宅の場合は，住宅部分が過半のものに限ります。

使用形態　　　　　※　いずれかにチェックをしてください。

· 自己居住用

· 賃貸用
階数　　　　　　　　木造　　　階建て
延べ面積　　　　　　　　　　　　　㎡
建築確認年月日　　　昭和　　　年　　　月　　　日
　　　　　　　　　　第　　　　　　　　号

図面の有無　　　　※　いずれかにチェックをしてください。
· ある

· ない
調査希望日　　　　※　建物の調査は，当該年度の１０月初旬から２月下旬までの期間で実施する予定です。
· 当該年度の１０月初旬以降に，日程調整をさせていただきます。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

注意事項

「住宅部分が過半のもの」とは，左図のような場合です。このように住宅に供する部分の面積が半分以上あれば申込みが可能となります。
	
	住　　宅　　　（２階）
	

	
	住宅の

玄関・階段等
	店　舗　等（１階）
	


	
	店　　舗　　　（２階）
	

	
	店舗の

入り口・階段等
	住　宅　（１階）　
	


　　
　　　　　　　
　　　　　　　　
　　　　　　　○申込み可　　　　　　　　　　　　　　×申込み不可
（第１号様式）
記入上の注意事項　『呉市木造住宅耐震診断』申込書

受付番号　第　　　　号

　　令和　　年　　月　　日

　　フリガナ
申込者（所有者）　　氏名　　　　　　　　　　
生年月日　　　　　　T・S・H　　　年　　　月　　　日　　　　年齢　　才）

〒　　－　　　　住所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　電話番号　　　　　　　　　　　

診断を希望する　　　住所　呉市　　　　　　　　　　　　　　　　　
住宅の住所及び　　　地番　呉市　　　　　　　　　　　　　　　　　
所在地（地番）

建築時期　　　　　　昭和　　　年　　　月
· 昭和５６年５月３１日以前に建築に着工されたものが対象です。
住宅の種類　　　　※　いずれかにチェックをしてください。

· 一戸建て住宅

· 長屋住宅

· アパート

· 併用住宅　（併用部分の用途　　　　　　　　　　）
　　　　　　　　　※　併用住宅の場合は，住宅部分が過半のものに限ります。

使用形態　　　　　※　いずれかにチェックをしてください。

· 自己居住用

· 賃貸用
階数　　　　　　　　木造　　　階建て

延べ面積　　　　　　　　　　　　　㎡
建築確認年月日　　　昭和　　　年　　　月　　　日
　　　　　　　　　　第　　　　　　　　号

図面の有無　　　　※　いずれかにチェックをしてください。
· ある

· ない
調査希望日　　　　※　建物の調査は，当該年度の１０月初旬から２月下旬までの期間で実施する予定です。　
· 当該年度の１０月初旬以降に，日程調整をさせていただきます。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

注意事項

「住宅部分が過半のもの」とは，左図のような場合です。このように住宅に供する部分の面積が半分以上あれば申込みが可能となります。

	
	住　　宅　　　（２階）
	

	
	住宅の

玄関・階段等
	店　舗　等（１階）
	


	
	店　　舗　　　（２階）
	

	
	店舗の

入り口・階段等
	住　宅　（１階）　
	


　　
　　　　　　　
　　　　　　　　
　　　　　　　○申込み可　　　　　　　　　　　　　　×申込み不可

受付番号は記入しないでください。





市政だよりに掲載している期間内に提出してください。





連絡先の電話番号を忘れないように





木造のみです。





坪でも可





　不明であれば，概ね


昭和○○年くらいでもいいです。ただし，昭和５６年５月３１日以前でなければいけません。








